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Ⅰ　はじめに
就労を通じて，人々は社会的承認を得て，地位を築
くことができる。それによって自己の独立性を認め，
他者のために寄与しているという実感を得ることがで
き，それが自己の存在理由の確証となると言われる1）。
つまり，就労は障害者の生活の質の向上に大きく影響
する。しかし厚生労働省によると，民間企業の障害者
雇用には着実な進展が見られるが，中小企業の実雇用
率は引き続き低い水準にあり,また大企業の法定雇用
率達成の割合も低いという2）。さらに，求職活動を１
年以上続けている障害者が約60％に達しているという
報告もある3）。
一方，日本の障害者の雇用支援は遅れていると言わ
れる4）。障害者雇用制度の枠組みは１）法律による雇
用義務，２）企業の経済的負担の軽減，３）人的支援
からなり，１）と２）は整備されてきたが，３）は未
だ問題となっている5）。
この３）人的支援の一端を担うのが作業療法士
（occupational therapist，OT）である。作業療法の語
源である occupation には，「職業の」という意味がある。
したがって，OT は職業としての誕生のときから，就
労を具体的な目標として視野に入れているという6）。
また，OT は医療職の中で，作業の意義やそれぞれの
遂行要素に精通している，また人の生活に精通してい
るという点で，最も雇用支援に適した職種であるとい
う7）。しかし，雇用支援の分野で活躍する OT は少な
い7）。その背景には，１）医療機関に OT の勤務先が
偏りやすく，公共職業安定所等の職員配属に含まれて
いない，２）OT が雇用支援を実施する役割を期待さ
れず，雇用支援の時間が取りにくい，３）OT の雇用
支援実践の学習・経験が乏しい，という3点の原因が
あるという5）。
そこで本調査では，企業の障害者雇用の実態と医
療・福祉との連携状況を明らかにすることで，障害者
雇用の現状の問題点を抽出する。さらにその問題点に
対して，OT が支援できる可能性を見出すという２点
を目標に立て，群馬県内の民間企業に障害者雇用に関
するアンケート調査を実施した。
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Ⅱ　対象と方法
１．調査対象
群馬県商工会議所のホームページに登録された企業
373件に，電話で調査への協力をお願いした。そのう
ち了承が得られた企業72件を調査対象とした。
２．調査方法
対象企業にメール・郵送・FAX・面接を用い自記
式質問用紙の配布・回収を行った。調査期間はH19年
５月10日～H19年６月15日であった。
また，結果に障害者雇用率を記載した。本来重度障
害者は雇用人数1人を2人として数えるが，本調査では
重複して障害者を雇用している企業に対して，障害者
個人個人の障害状況を調査することができなかった。
よって雇用されている障害者をすべて軽度障害者とみ
なしカウントしたため，実際の雇用率よりも少し低い
値となっている。
３．調査内容
自記式質問用紙の内容は，根本らの先行研究で用い
られたものを参考にし，作成した8・9・10）。
調査項目は１）対象企業の回答者の属性，２）対象
企業の業種，３）対象企業の従業員規模，４）障害者
の雇用の有無，５）業種別障害者雇用状況，６）従業
員規模別障害者雇用状況，７）障害者の障害種類と業
務内容，８）障害者を雇用した理由，９）障害者を雇
用した決め手，10）障害者を雇用する際の紹介元，11）
障害者の雇用支援を担う医療・福祉従事者（以下，医
療・福祉）との関わり，12）医療・福祉に対する要望，
13）障害者を雇用する際の課題，14）障害者の雇用拡
大に必要なこと，15）障害者雇用についての意見（自
由記載）に関しての質問であり，17問の質問項目から
構成された。
４．分析
分析は単純集計を行った。さらに、調査項目12）医
療・福祉に対する要望，13）障害者を雇用する際の課
題，14）障害者の雇用拡大に必要なことの3点につい
ては，障害者を雇用している企業（以下，雇用有群）
と障害者を雇用していない企業（以下，雇用無群）に
分けて，その内容を比較し，検討した。これらの分析
は，根本らの先行研究を参考にした8・9・10）。
Ⅲ　結果
回収率は約19％（72／373件）であった。その内メ
ール63件，郵送１件，FAX７件，面接１件であった。
１．対象企業の回答者の属性
対象企業の回答者はすべて管理職に携わる方であ
り，男性が65名（90％），女性が７名（10％）であっ
た。
年齢は40歳代が28名（39％），50歳代が21名（29％），
30歳代が11名（15％），60歳代が９名（13％），20歳代
が３名（４％）であった。性別でみると，男性は40歳
代が28名で最も多く，次いで50歳代16名，30歳代10名，
60歳代８名，20歳代３名であった。女性は50歳代が５
名で最も多く，30歳代と60歳代が１名ずつであった。
２．対象企業の業種
対象企業の業種は製造業が最も多く，25件（35％）
であった。次いで卸売小売業17件（24％），建設業７
件（10％），運輸業５件（７％），金融・保険業４件
（６％），飲食・宿泊業３件（４％），情報通信業とサ
ービス業２件ずつ（３％），医療・福祉業１件（１％）
であった。その他の業種には会計，クリーニング，防
災，車ディーラー，コンサルタント業など７件（10％）
があがった。群馬県全体の割合11）と比較すると（図
１），製造業が多く，建設業とサービス業が少なかっ
図１ 対象企業の業種
（県の傾向との比較）
図２ 対象企業の従業員規模
（県の傾向との比較）
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た。
３．対象企業の従業員規模
対象企業の従業員規模は１～10人が一番多く，27件
（38％）であった。次いで11～20人12件（17％），31～
50人10件（14％），50～100人8件（11％），100～300人
７件（10％），21～30人と300人以上が４件ずつ（６％）
であった。群馬県全体の割合11）と比較すると（図２），
10人以下が少ない傾向となった。
４．障害者の雇用の有無
調査した72件の企業のうち障害者を雇用している企
業は18件（25％）であった。その18件で雇用していた
障害者の総数は，86人であった。
５．業種別障害者雇用状況
業種別に障害者雇用状況を見ると，組立作業などを
行う製造業が最も多く，10件（56％）であった。次い
で卸売小売業３件（17％），金融・保険業２件（11％），
飲食・宿泊業と建設業１件ずつ（６％）であった。
６．従業員規模別障害者雇用状況
従業員規模別に障害者雇用状況を見ると，１～10人，
50～100人，100～300人，300人以上がそれぞれ４件ず
つ（22％）であった。次いで11～20人と31～50人が１
件ずつ（５％）であった。
従業員規模に対する障害者数をみると（図３），障
害者を１人雇用していたのは従業員規模１～10人（４
件），31～50人（１件），50～100人（３件），100～300
人（２件）。障害者を２人雇用していたのは従業員規
模11～20人（１件），100～300人（２件）。障害者を３
人雇用していたのは従業員規模50～100人（１件）。従
業員規模300人以上の４件ではそれぞれ８人，10人，
12人，37人の障害者を雇用していた。
また，本調査の障害者雇用率は0.9％となった。こ
れはH17年に群馬障害者職業センターが調査した
1.49％を下回った。
７．障害者の障害種類と業務内容
障害者の雇用形態はすべて常勤であった。
雇用している障害者の障害種類は身体障害軽度が12
件（43％）で一番多く，次いで知的障害軽度８件
（29％），身体障害重度５件（18％），精神障害軽度2件
（７％），知的障害重度１件（４％）であった。
雇用している障害者の最も多い業務内容は製造・技
能職が11件（61％）であった。次いで営業職と事務職
が２件ずつ（11％），データ入力，販売職と清掃業が
１件ずつ（６％）であった。
障害種別に業務内容を見ると（図４），身体障害者
では，事務職２件，データ入力１件，製造・技能職５
件，営業職１件であった。軽度精神・知的障害者では
製造・技能職５件，清掃業１件であった。
８．障害者を雇用した理由
障害者を雇用したもっとも大きな理由を３つ重複回
答してもらったところ，「企業責任であるから」（15件）
と「障害者の能力が十分であったから」（12件）が多
い結果となった（図５）。
９．障害者を雇用した決め手
障害者を雇用する最も重要な決め手となったものを
３つ重複回答してもらったところ，「障害が軽度だか
ら」（11件）が一番多く，次いで「障害種類が受け入
れやすいから」（９件）が多かった。逆に障害者の意
欲や協調性を決め手にした企業はそれぞれ１件づつと
少なかった（図６）。
10．障害者を雇用する際の紹介元
障害者を雇用する際の紹介元は，「なし」が７件
（44％）で最も多く，次に公共職業安定所５件（31％），
学校２件（13％），知人１件（６％），施設の先生１件
（６％）となっていた。
11．医療・福祉との関わり
医療・福祉と連携をとっていた経験の有無とその連
携の内容を尋ねたところ，医療・福祉との連携経験が
図３ 従業員規模に対する障害者数
（37人雇用していた従業員規模5800人の１件は除く)
図４ 障害種別業務内容
（多種の障害者を雇用していた３件は除く）
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あったのは３件（16％）であり，他の15件（84％）は
まったく医療・福祉と関わりを持っていなかった。
連携をとっていた３件については，医療・福祉に対
しての満足度は，「十分」が１件，「あまり十分でない」
が２件であった。「十分」と答えた１件については，
30日に１回の頻度でケースワーカーから直接障害者の
職場適応指導を受けていた。「あまり十分でない」と
答えた２件のうち１件については，ジョブコーチと障
害者職業カウンセラーから直接あるいは電話で障害者
の職場適応指導を受けていた。もう１件については電
話でジョブコーチによる障害者の雇用管理指導を受け
ていた。
12．医療・福祉に対する要望
雇用有群の回答者には障害者を雇用する上で，雇用
無群の回答者には障害者を雇用するとして，それぞれ
医療・福祉に対する要望で最も重要なものを３つ尋ね
た（図７）。全体的傾向を見ると，「個々の障害者の能
力の具体的な説明」60件と「障害に関する具体的な情
報の提供」46件が多く，障害者の能力の情報が不十分
であることが伺えた。次いで「職場の環境調整」35件，
「企業に対する障害者雇用管理方法に関する情報の提
供」29件，「障害者の職場の選定」27件，「養護学校や
授産施設等の教育訓練を実践的なものにする」12件，
「接し方の指導」２件であった。
さらに雇用無群と有群を比べると，「企業に対する
障害者雇用管理方法に関する情報の提供」（無群15％，
有群10％）と「職場の環境調整」（無群18％， 有群
12％）では無群の方が５％程度有群を上回った。逆に
「養護学校や授産施設等の教育訓練を実践的なものに
する」（無群４％，有群10％）では有群の方が６％無
群を上回った。実際に障害者を雇用している企業では，
具体的な支援を求めていることが伺えた。
13．障害者を雇用する際の課題
雇用有群の回答者には障害者を雇用する上で最も困
難となる点を，雇用無群の回答者には障害者を雇用し
ないもっとも大きな理由をそれぞれ３つ尋ねた（図
８）。
両者を合わせて全体的傾向を見ると，「障害者に適
した職務がない・新設できない」と「受け入れる職場
の物理的環境が整備されていない」が46件ずつで一番
多く，環境調整に対する支援を求めていることがわか
図５ 障害者を雇用した理由（３つ重複回答）
図６ 障害者を雇用した決め手（３つ重複回答）
図７ 医療・福祉への要望（３つ重複回答）
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った。次いで「個々の障害者の適性・能力がわからな
い」25件，「従業員の増員自体が困難」23件，「障害者
の担当業務の選定」20件，「障害者の健康面への配慮
が難しい」15件，「求職条件にあう障害者がいない」
と「障害者を支援する従業員の負担が増える」が11件
ずつ，「障害者への報酬の設定」４件，「通勤が困難」
３件，「障害者の労働時間の設定」と「求人方法がわ
からない」が１件ずつであった。
さらに雇用無群と有群を比べると，「個々の障害者
の適性・能力がわからない」（無群15％，有群４％）
と「受け入れる職場の物理的環境が整備されていない」
（無群24％，有群18％）では無群の方が前者は11％，
後者は6％有群を上回った。逆に，「求職条件にあう障
害者がいない」（無群4％，有群10％）と「障害者を支
援する従業員の負担が増える」（無群３％，有群14％）
では有群の方が前者は６％，後者は11％程度無群を上
回った。
14．障害者の雇用拡大に必要なこと
障害者雇用を拡大するために最も必要なことを３つ
尋ねた（図９）。全体的傾向を見ると，「障害者に適応
した職務の新設」が44件で一番多かった。次いで「障
害者雇用に対する法的整備の充実」と「従業員の協力」
31件，「社内の組織・規則など受け入れ態勢を整える」
30件，「景気の改善」25件，「バリアフリーの推進」21
件，「取引先や顧客の理解」14件，「在宅就労を可能に
する通信技術の発達」６件，「その他」４件であった。
「その他」の意見には，「将来雇用の可能性はあるが現
状ではなし」・「事業規模の拡大で就労可能な職種を
拡大する」・「ノーマライゼーションの成熟」・「個
人および社会全体の意識改革」があがった。
さらに雇用無群と有群を比べると，雇用有群は「バ
リアフリーの推進」（無群８％，有群16％）が多い傾
向にあった。
15．障害者雇用についての意見
障害者雇用についての意見を自由記述してもらった
図８ 障害者雇用の課題（３つ重複回答）
図９ 障害者の雇用拡大に必要なこと（３つ重複回答）
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ところ，以下の８件の意見があがった。「国や県が安
心して働ける職場を支援すべきである」，「社会的支援
とその啓発がなければ，企業の自助努力での障害者雇
用は困難である」，「企業は利益優先で，障害者を理解
する文化は根付いていない。法的強制がなければ雇用
しない」，「誰もが住みやすい社会を目指すことをねが
う」，「軽度障害者は大企業が雇用してしまう。中小企
業では重度障害者の雇用は困難である」，「知的・精神
障害者は雇用しにくい」，「仕事には慣れが必要で，障
害者がゆっくりでも成長していくことが大切である」，
「製造業は分業がしやすいため障害者を雇いやすい」
である。全体的に公的な支援を求める声が強かった。
Ⅳ　考察
１．属性
１）回答者の属性
対象企業の回答者は男性が90％を占め，女性は10％
にとどまった。回答者は全て管理職に携わる者で，本
調査の結果は企業の考え方を代表するものであると考
えられる。
２）対象企業の属性
対象企業の業種は製造業が最も多く，従業員規模は
１～10人が一番多かった。その割合は業種・従業員規
模ともに群馬県全体の割合と比較して大きく突出した
ずれは見られなかった。
２．障害者雇用の実態
１）障害者を雇用する企業の特徴
業種別に障害者雇用状況を見ると製造業が最も多か
った。野中らの研究結果でも，製造業が一番多く障害
者を雇用しているという結果となっており，本研究結
果と一致した9）。企業の聞き取り調査では製造業は分
業がしやすいため障害者を雇いやすいという意見があ
ったが，それを示しているとも考えられる。
さらに従業員規模別に障害者雇用状況を見ると，50
人以上の大企業と10人以下の企業において障害者の雇
用が比較的多かった。障害者雇用率制度では従業員規
模56人以上の民間企業に障害者を1.8％以上雇用する
ことが義務付けられている。よって本調査でも大企業
が障害者を多く雇用している結果となった。また10人
以下の企業は家族従業員のみの企業も含まれる。それ
らの少人数規模の企業では経営者の裁量がきくため，
障害者を雇用できたと考えられる。
２）障害者の雇用状況
雇用形態は全て常勤であった。これは障害者を非常
勤で雇用すると雇用率達成基準のカウントができな
い，あるいは半減してしまうことに加え有期契約や厚
生年金の適応が認められない場合もあり，労働者の待
遇がよくないためであると思われる。石川らの研究で
は常勤を希望する障害者は半数近くに上っており3），
本調査の結果はその障害者の希望を叶えたものとなっ
た。
雇用している障害者の障害種類は身体障害軽度が一
番多かった。身体障害者の法的整備は最も古く，昨年
ようやく障害者自立支援法によって雇用率の算定対象
となった精神障害者に比べて雇用が促進されているこ
とが伺われた。また就労の継続性が困難である精神・
知的障害者の雇用には企業も消極的になってしまうと
いわれていること12）が示されたと考えられる。
障害者の業務内容は製造・技能職が一番多かった。
これは製造業が最も多く障害者を雇用していたことに
影響を受けている。障害種別に業務内容を見ると，身
体障害者がより幅広い業務に携わっており，多様な職
種に対応していることが伺える。さらに精神・知的障
害者では体力的な業務を担う傾向があった。
３）障害者を雇用した理由と決め手
障害者を雇用した理由は「企業責任であるから」と
「障害者の能力が十分であったから」が最も多く，野
中らの研究と一致した9）。「企業責任であるから」が
多いことから障害者雇用に関する企業の意識は高まっ
ていることがわかった。また「障害者の能力が十分で
あったから」が多いことから企業が障害者を雇用する
際に障害者の能力を重視していることが伺えた。これ
は利潤を求める企業姿勢を考えれば当然の結果である
と思われる。
一方雇用の決め手となったものは「障害が軽度だか
ら」が一番多かった。野中らの研究では障害者の能力
よりも性格や意欲などの内面的なことを重視する傾向
があったが9），本調査では障害者の能力を重視した結
果となり利潤に厳しい企業姿勢が伺えた。
３．医療・福祉との連携状況
障害者を雇用する際の最も多い紹介元は自社採用で
あり，次に公共職業安定所が続いた。これは
PASONA の研究と一致した8）。PASONA はこの結果
から，企業と医療・福祉との連携が希薄であること，
および各企業が自助努力により法定雇用率達成を目指
していることを指摘しているが，本調査にも同じこと
が言える。
障害者を雇用していた企業18件のうち，医療・福祉
と連携をとっていた経験があったのはわずか３件
（16％）であり，他の15件（84％）はまったく医療・
福祉と関わりを持っておらず，医療・福祉と企業側と
の関係は希薄なものであることが伺えた。
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４．OT の支援内容
１）障害者個人の能力評価とその説明
医療・福祉への要望は，雇用有群と無群ともに
「個々の障害者の能力の具体的な説明」が最も多く
（図７），PASONA および松野らの研究と一致した8・
13）。今回障害種別で業務内容に差異が見られたよう
に（図４），障害者の能力には適性がある。企業が障
害者の能力に合わない職場を選定してしまうと，企業
側にも障害者側にも負担がかかってしまう。それを防
ぐために OT は障害者のできることとできないことを
十分に評価し，それを企業側にわかりやすく伝えるこ
とが重要である。さらに企業の各職務に必要な能力を
分析し，障害者との適性を専門的に判断すること，そ
して障害者の可能性を引き出すことが重要であると思
われる。その際には OT の専門性が大いに生かせると
考えられる。
２）訓練施設との連携
医療・福祉への要望を雇用有群と無群で比較する
と，「養護学校や授産施設等の教育訓練を実践的なも
のにする」（無群４％，有群10％）では有群の方が
６％無群を上回った。雇用有群は雇用後の障害者の作
業能力に不安を持っていることが伺えた（図７）。こ
れに対しては訓練施設の職員と OT が相談して障害者
の訓練内容を選定することで，より適切な訓練が実施
されることが期待できる。さらに地域との交流を深め
ることもできると考えられる。
３）環境調整
医療・福祉への要望を雇用有群と無群で比較する
と，無群は「企業に対する障害者雇用管理方法に関す
る情報の提供」と「職場の環境調整」が多く，具体的
な準備に不安があるため障害者を雇用していないこと
が伺えた（図７）。
さらに障害者を雇用する際の課題は，雇用有群と無
群ともに「障害者に適した職務がない・新設できない」
と「受け入れる職場の物理的環境が整備されていない」
が一番多く（図８），障害者の雇用拡大に必要なこと
は「障害者に適応した職務の新設」が一番多かった
（図９）。これは野中らや松為の研究結果と一致し9・
14），障害者が働く上で環境の整備が整っていないこ
とが伺われた。よって OT は企業からの雇用管理方法
や物理的な環境調整の相談を受ける，障害者指導マニ
ュアルを作成する，障害者が職場で使用できる自助具
を作成する，などの環境調整をする必要がある。岡本
らの研究では障害者を雇用することによって企業の管
理能力を向上することができたなど，障害者雇用によ
る企業のメリットを示している15・16）。OT が障害者
雇用の準備を整えることによって，障害者雇用に対す
る企業の抵抗感を軽減し，障害者雇用を企業のメリッ
トとして考えてもらうことができるよう努めていかな
ければならない。
４）啓発活動
結果15の障害者雇用に関する意見にあるように，社
会的支援とその啓発がなければ，企業の自助努力での
障害者雇用は困難である。今後，障害者の職域拡大の
ために，OT が率先して啓発活動に力を入れる努力が
必要であると考えられる。具体的には，今回のように
企業に研究協力を働きかけ，企業が障害者雇用に興味
を持つきっかけを作る。職親会などに参加して，障害
者を雇用している企業との情報交換をするなど，OT
の視点から多岐にわたる雇用支援を充実させていくよ
う，努めることが重要であると考える。
本研究の対象となった民間企業は，OT とのかかわ
りを持っていない。しかし，以上のように，民間企業
の障害者雇用には OT が介入できる問題が見出され
た。今後は OT の就労･雇用支援の知識を深め，積極
的に介入していく必要があると考える。
Ⅴ　本研究の限界
本研究は群馬県商工会議所のホームページに登録さ
れた企業のうち電話で調査協力の了承を得られた企業
のみを対象としており，障害者雇用に好意的な企業で
あったといえる。よって本研究の結果は群馬県内全て
の企業を対象としたものではなく，群馬県内の企業全
体の障害者雇用の実態を表したものではない。
謝辞：本研究に対し，アンケートにご協力をいただき
ました企業の方々に心よりお礼申し上げます。
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Investigation of the private companies to identify 
the current state of  employment of the disabled
-Examination of a role of occupational therapist-
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Abstract：Employment is a significant factor which influences the quality of life of the
disabled. The current employment rate, however, is very low in this district. In addition to
that, support system to facilitate employment of the disabled is insufficient and there are not
many occupational therapists who are engaged in supporting employment of the disabled.
A questionnaire was implemented to the private companies in Gunma prefecture to identify
the current state of employment of the disabled and the role of occupational therapist was
inquired.
The result showed that the companies are worrying over acknowledging the working ability
of the disabled, administering educational programs, and adjusting the working environments.
In terms of solving those difficulties and supporting them, a role of occupational therapists was
considered.
Key words：occupational therapist, working support, disabled
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